
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

政策統計・マーケティング事業 継続 政策的経費 行財政構造改革 「福井県民の将来ビジョン」等 ○ H19 11 7,000 7,000 ○

サーバ統合環境基盤運用事業 継続 政策的経費 第三次行財政改革実行プラン ○ H24 6 48,235 48,235 ○

庁内情報システム社会保障・税番号制度対応事業 継続 政策的経費 ○ H26 4 6,657 6,657 ○

携帯電話施設整備事業 継続 政策的経費 ○ H4 26 60,938 50,782 10,156 ○

公共データ民間利活用推進事業 継続 政策的経費 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」 福井経済新戦略 ○ ○ H25 5 2,496 2,496 ○

電子申請・施設予約サービス事業 継続 政策的経費 ○ H17 13 9,486 5,706 3,780 ○

福井県就業実態調査事業 継続 政策的経費 第１０次福井県職業能力開発計画 ○ H25 5 20,307 20,307 ○

情報セキュリティ強化事業 継続 政策的経費 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」 ○ H28 2 55,166 17,630 37,536 ○

7 2 210,285 50,782 23,336 136,167 8

 財源内訳

平成２８年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 政策統計・情報課 （単位：千円）

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

平成
２９年度
予算額

事            業           名
福井ふるさと元気宣言

における位置付け
関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数



課長名

□ 政推枠 〔 〕 □ ■ H19 年度

〔 〕 ■ □ 経過年数 年度

〔 〕 □ □ 11 年

［事業内容］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

8,000 8,000 7,000 7,000

8,000 8,000 7,000 7,000

7,461 7,686 4,411

［成果指標等の推移］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

(6) (6) (7) (5)

7 6 7 5

予算額

一般財源 事業主体 県

事業実施方法 委託

補助率

［財源内訳・事業主体等］

区分 事業費 国庫 起債 その他

実績

実績

活動指標 独自統計調査実施回数
(目標) (5) (5)

成果指標
(目標)

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 7,000 7,000

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 主な増減理由

行財政構造改革
事 業
区 分

［予算額の推移等］ （単位：千円）

事業終了
予定年度

政　　策

「福井県民の将来ビジョン」等 その他

政策統計・情報課シーリング

そ の 他

政策的経費 課名

県　単 補 助 金

部局名 総合政策部

事業
開始
年度

7,000 7,000

外

関連する県の計画等

「福井県民の将来ビジョン」や「福井ふるさと元気宣言」にそった政策を推進するために、施策の企画・立案、検証に必要な調査・集計を行う。

H30

ビジョン

河上　芳夫

国　庫

［事業目的］

○政策統計・情報課が調査に必要となる予算をあらかじめ確保し、政策推進課、関係各課と協議し、必要な調査（集計）を迅速に実施する。
　事業費　７，０００千円

政策統計・マーケティング事業

区分 継続 経費区分

実行予算

- 1 -



課長名

■ 無

□ 有

□ 無

■ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２９年度の変更点 事業評価

地域鉄道旅客流動調査、社会貢献活動に関するアンケート、福井県
における雇用のミスマッチに関する調査研究、食品の海外輸出に関
する実態調査、地域ブランドベンチマーク調査を実施した。

□ 拡充 □ 縮減

関連事業の有無・
役割分担

市町との連携状況

事業名 政策統計・マーケティング事業（政策推進課）

（役割分担）

総務省への届出が必要となる事実調査を政策統計・情報課、意識調査を
政策推進課が担う。

他県の状況 石川県、富山県ともに予算措置なし。 前事業の有無・実績

事業名

（実績）

［事業の必要性・要求の背景］

県の計画策定や新規事業の立案に向けた調査の実施にあたっては、各課が単独で行うのではなく、政策の内容を精査する政策推進課、調査に係る集計・分析に関する
技術的観点から関与する政策統計・情報課が一体となって行う必要がある。

［受益者］ ［想定される受益者数］

県民 78万人

事　業　評　価

事      業      名 政策統計・マーケティング事業 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 河上　芳夫

- 2 -



課長名

□ 政推枠 〔 〕 □ ■ H24 年度

〔 〕 ■ □ 経過年数 年度

〔 〕 □ □ 6 年

［事業内容］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

54,813 43,012 42,234 43,012

40,892 41,284 40,766 41,111

40,010 40,506 40,506

［成果指標等の推移］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

(109) (14) (19) (30)

80 39 32

予算額

一般財源 事業主体 県

事業実施方法 直営、委託

補助率

［財源内訳・事業主体等］

区分 事業費 国庫 起債 その他

各サーバ固有のシステム上の性質等を考慮しながら移行を検討し、現
行の長期継続契約終了後に順次移行する。

実績

実績

活動指標 移行サーバ台数
(目標) (20) (16)

成果指標
(目標)

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 48,235 50,889

移行対象システム数の増加に伴う増。２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 主な増減理由

事 業
区 分

［予算額の推移等］ （単位：千円）

事業終了
予定年度

政　　策

第三次行財政改革実行プラン その他

政策統計・情報課シーリング

そ の 他

政策的経費 課名

県　単 補 助 金

部局名 総合政策部

事業
開始
年度

48,235 48,235

外

関連する県の計画等

従来、庁内の情報システムは各所属でサーバの調達、保守を行ってきた。
仮想化技術を活用したサーバ統合環境基盤を整備し、各システムを順次基盤上に移行させることにより、情報システムに係る経費の削減とセキュリティ面を含めた安
定的な運用を図る。

H30

ビジョン

河上　芳夫

国　庫

［事業目的］

（１）「福井県サーバ統合環境基盤」の運用（サービス利用型）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０，４５７千円
（２）「福井県サーバ統合環境基盤」への移行作業の障害発生対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，７２８千円
（３）庁内各システムが使用するデータベースソフトに「福井県サーバ統合環境基盤」用にライセンス提供　　　６，０５０千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計４８，２３５千円

サーバ統合環境基盤運用事業

区分 継続 経費区分

実行予算

- 3 -



課長名

■ 無

□ 有

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２９年度の変更点 事業評価

（平成２７年度実績）
　計画どおりに順調に運用が実施された。
　　累計稼働システム数　　５９
　　累計稼働サーバ台数　１７１

□ 拡充 □ 縮減

関連事業の有無・
役割分担

市町との連携状況

事業名

（役割分担）

他県の状況
各県でネットワークの構成等、環境基盤が異なるため比較が困難であ
る。

前事業の有無・実績

事業名

（実績）

［事業の必要性・要求の背景］

「第三次行財政改革実行プラン」において、「クラウドコンピューティング活用等による庁内情報システム運用経費の削減」が掲げられており、庁内で今後、システ
ムを新規構築あるいは更新を行う場合は、サーバ統合環境基盤の活用などの経費削減に向けた取組を行う。

［受益者］ ［想定される受益者数］

県民 78万人

事　業　評　価

事      業      名 サーバ統合環境基盤運用事業 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 河上　芳夫

- 4 -



課長名

□ 政推枠 〔 〕 □ ■ H26 年度

〔 〕 ■ □ 経過年数 年度

〔 〕 □ □ 4 年

［事業内容］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

- 29,863 92,835 14,877

- 32,108 48,486 14,877

- 32,059 46,163

［成果指標等の推移］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

予算額

一般財源 事業主体 県

事業実施方法 委託

補助率

［財源内訳・事業主体等］

区分 事業費 国庫 起債 その他

統合宛名管理システムの円滑な運用を目標としており、指標を設定す
るのは困難である。

実績

実績

活動指標
(目標)

成果指標
(目標)

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 6,657 6,657

総合運用テスト完了に伴う減。２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 主な増減理由

事 業
区 分

［予算額の推移等］ （単位：千円）

事業終了
予定年度

政　　策

その他

政策統計・情報課シーリング

そ の 他

政策的経費 課名

県　単 補 助 金

部局名 総合政策部

事業
開始
年度

6,657 6,657

外

関連する県の計画等

社会保障・税番号制度の導入に伴い、県民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するための社会基盤を構築する。

H30

ビジョン

河上　芳夫

国　庫

［事業目的］

　　　平成２６年度から２７年度にかけて整備した統合宛名管理システムの運用を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，６５７円

庁内情報システム社会保障・税番号制度対応事業

区分 継続 経費区分

実行予算

- 5 -



課長名

■ 無

□ 有

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２９年度の変更点 事業評価

庁内の関係業務・手続きに関する総合運用テストを実施した。

□ 拡充 □ 縮減

関連事業の有無・
役割分担

市町との連携状況
制度導入に際し各市町が滞りなく対応できるよう県が情報提供等を行
う。

事業名

（役割分担）

他県の状況 他県も本県と同様、制度の導入に向けた総合運用テストを行っている。 前事業の有無・実績

事業名

（実績）

［事業の必要性・要求の背景］

これまで個人の情報は各機関ごとに所有され、同一人物であることの確認に時間を要し、国民、行政の負担が非常に大きかった。
複数の機関に存在する個人の情報が同一人物の情報であることを国や地方公共団体がより効率的かつ的確に把握し、国民の利便性を向上させる。

［受益者］ ［想定される受益者数］

県民 78万人

事　業　評　価

事      業      名 庁内情報システム社会保障・税番号制度対応事業 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 河上　芳夫

- 6 -



課長名

□ 政推枠 〔 〕 ■ □ H4 年度

〔 〕 ■ ■ 経過年数 年度

〔 〕 □ □ 26 年

［事業内容］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

52,290 56,215 - -

40,267 39,046 - -

37,105 38,966 - -

［成果指標等の推移］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

27 25 20

(2) (1) (0) (0)

2 1 0 0

予算額

一般財源 事業主体 市町

事業実施方法 補助

補助率 国２／３、県２／１５、市１／５

［財源内訳・事業主体等］

区分 事業費 国庫 起債 その他

実績

実績

活動指標 事業実施市町数
(目標) (1) 未定

成果指標 携帯電話不感集落数
(目標)

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 60,938 未定

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 主な増減理由

事 業
区 分

［予算額の推移等］ （単位：千円）

事業終了
予定年度

政　　策

その他

政策統計・情報課シーリング

そ の 他

政策的経費 課名

県　単 補 助 金

部局名 総合政策部

事業
開始
年度

60,938 50,782 10,156

外

関連する県の計画等

市町に対し、地域の実情に応じたＩＣＴ基盤の整備に要する経費の一部を補助し、県内の情報通信格差を是正する。

H30

ビジョン

河上　芳夫

国　庫

［事業目的］

（１）事業概要
　　　携帯電話３事業者（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンク）全ての携帯電話が通話できない地域（不感集落）の整備を実施する市町に対し補助を行う。
（２）負担割合
　　　国２／３、県２／１５、市町１／５
（３）事業箇所
　　　　　　　　　　　　　　総事業費　　　　　　国庫負担額　　　　　県負担額　　　　　　市町負担額
　　　（ⅰ）福井市吉山　　　３２，８７６千円　　２１，９１７千円　　　４，３８３千円　　　６，５７６千円
　　　（ⅱ）福井市別畑　　　４３，２９８千円　　２８，８６５千円　　　５，７７３千円　　　８，６６０千円
　　　　　　合　計　　　　　７６，１７４千円　　５０，７８２千円　　１０，１５６千円　　１５，２３６千円

携帯電話施設整備事業

区分 継続 経費区分

実行予算

- 7 -



課長名

■ 無

□ 有

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２９年度の変更点 事業評価

□ 拡充 □ 縮減

関連事業の有無・
役割分担

市町との連携状況
市町と事業者が協議し、調整が完了したのち、同じタイミングで予算
措置する。

事業名

（役割分担）

他県の状況

○携帯電話契約割合（契約数／人口）
　福井県　９９．６％
　石川県１０１．５％
　富山県　９８．６％

前事業の有無・実績

事業名

（実績）

［事業の必要性・要求の背景］

国民生活に不可欠なサービスとなりつつある携帯電話について、地理的条件や事業採算上の問題により利用困難な地域において利用可能とし、普及を促進するこ
とにより、電波利用の不均衡を緩和する。

［受益者］ ［想定される受益者数］

県民 78万人

事　業　評　価

事      業      名 携帯電話施設整備事業 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 河上　芳夫

- 8 -



課長名

■ 政推枠 〔 〕 □ ■ H25 年度

〔 〕 ■ ■ 経過年数 年度

〔 〕 □ □ 5 年

［事業内容］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

- - 1,193 498

1,439 - 1,193 498

1,309 - 689

［成果指標等の推移］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

(133) (161)

70 108 136

予算額

一般財源 事業主体 県

事業実施方法 直営

補助率

［財源内訳・事業主体等］

区分 事業費 国庫 起債 その他

三つ星、四つ星のみならずより汎用性の高い五つ星データの公開を進
める。

実績

実績

活動指標 オープンデータの数
(目標) (186) (211)

成果指標 国体アプリの開発
(目標) (1)

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 2,496 2,335

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 主な増減理由

元気な県政
事 業
区 分

［予算額の推移等］ （単位：千円）

事業終了
予定年度

政　　策 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」

福井経済新戦略 その他

政策統計・情報課シーリング

そ の 他

政策的経費 課名

県　単 補 助 金

部局名 総合政策部

事業
開始
年度

2,496 2,496

外

関連する県の計画等

平成３０年度開催の「福井しあわせ元気国体・大会」を本県をＰＲする契機と捉え、産学官が連携してオープンデータを推進し、県民や来県する選手、観光客等
に対し、大会の情報や食、観光の情報を発信していく。また、利活用をさらに促進するために、幅広く利用できる五つ星オープンデータの整備をすることによ
り、それらのデータを活用したアプリ等の開発を促進させ、県内ＩＴ産業の振興や県民の利便性向上をめざす。

H30

ビジョン

河上　芳夫

国　庫

［事業目的］

（１）オープンデータ利活用推進事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９９６千円
　　　（一社）福井県情報システム工業会が「福井しあわせ元気国体・大会」に向けて実施するアイデアソン、ハッカソン、アプリ開発勉強会、およびそれ
　　　らを踏まえたデモアプリ作成を支援し、産学官で本県の魅力を発信していく。
（２）利活用されるデータのオープンデータ化推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０千円
　　　（１）で開催されるアイデアソン、ハッカソンでの意見をもとに「福井しあわせ元気国体・大会」で活用されるデータの公開・拡充を行うとともに、
　　　県と県内１７市町とが共同で内容や形式を統一したデータの掘り起こしを行い、切れ目なく提供していく。
（３）五つ星オープンデータの整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，５００千円
　　　（１）で作成するアプリに必要となるデータを公開するため、汎用性の高い形式によりデータ提供を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　２，４９６千円

公共データ民間利活用推進事業

区分 継続 経費区分

実行予算
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課長名

■ 無

□ 有

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２９年度の変更点 事業評価

（平成２７年度実績）
　オープンデータ数を１０８→１３６に増やし、政策合意の目標１３
３を上回った。

オープンデータのアプリ等へのさらなる利活用を促すた
め、汎用性の高い五つ星データの公開を進めるとともに、
（一社）福井県情報システム工業会が「福井しあわせ元気
国体・大会」に向けて実施するアイデアソン、ハッカソ
ン、アプリ開発勉強会、さらにはデモアプリ作成を支援す
る。

□ 拡充 □ 縮減

関連事業の有無・
役割分担

市町との連携状況
県および県内１７市町の共同データや一部市町共同データの提供に向
け、データ形式の統一や市町との調整を行っている。
※全市町と共同でデータを公開している都道府県は本県のみ。

事業名

（役割分担）

他県の状況

○オープンデータ数
　福井県１６１　４位
　石川県　　０
　富山県　　０

前事業の有無・実績

事業名

（実績）

［事業の必要性・要求の背景］

平成３０年度開催の「福井しあわせ元気国体・大会」においては、県外から訪れる選手団、指導者、関係者等の来県者の増加や県内の交流人口増加が見込まれ、
本県の魅力をＰＲする絶好の機会となる。本県は先進的にオープンデータに取り組んでおり、国体に向けて産学官で連携しながら取組を加速させることにより本
県の情報発信する。

［受益者］ ［想定される受益者数］

県民 78万人

事　業　評　価

事      業      名 公共データ民間利活用推進事業 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 河上　芳夫
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課長名

□ 政推枠 〔 〕 □ ■ H17 年度

〔 〕 ■ □ 経過年数 年度

〔 〕 ■ □ 13 年

［事業内容］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

12,129 13,103 18,631 72,887

12,129 13,103 18,075 30,325

12,107 12,971 18,074

［成果指標等の推移］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

51,308 58,738 68,021

754 826 837

予算額

一般財源 事業主体 県

事業実施方法 直営、委託

補助率

［財源内訳・事業主体等］

区分 事業費 国庫 起債 その他

時限的な行事や全国イベントの開催回数等に左右されるため、目標数
値を設定するのは困難である。

実績

実績

活動指標
申請対象サービス数・施
設数

(目標)

成果指標 申請数
(目標)

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 9,486 9,486

更新時の入札結果による減。２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 主な増減理由

行財政構造改革
事 業
区 分

（単位：千円）

政　　策

関連する県の計画等 その他

福井ふるさと元気宣言
における位置付け 補 助 金

県民等が「いつでも」「どこからでも」「容易に」「安全に」申請・届出などの行政手続や施設の予約を行えるよう、市町と共同でクラウドコンピューティング技術
を活用した電子申請・施設予約サービスを行う。

H30

ビジョン

政策統計・情報課シーリング

そ の 他

政策的経費 課名

県　単

部局名

電子申請・施設予約サービス事業

区分 継続 経費区分

実行予算

外 総合政策部

事業
開始
年度

事業終了
予定年度

5,706諸収入

河上　芳夫

国　庫

［事業目的］

電子申請、施設予約システムの運用等に係る経費　　　９，４８６千円

　本システムを利用することで、２４時間３６５日いつでも申請・予約が可能となり、インターネットを利用できる環境にあれば、外出中でも申請処理状況、施設の
空き状況および予約状況を随時確認できる。平日に窓口へ問い合わせ等を行う必要がなくなり県民の負担を軽減できるだけでなく、データが自動的にシステムへ反映
されるためエラーが逓減され、効率的で円滑に申請手続を行うことが可能となる。

9,486 3,780
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課長名

■ 無

□ 有

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２９年度の変更点 事業評価

（平成２７年度実績）
 電子申請の申請数（県・市町の合計）は前年比116％と増加してお
り、利用が進んでいる。
 庁内各課や市町への研修、イベント等の申込等での利用を促進し、
担当者の業務効率化に寄与した。

□ 拡充 □ 縮減

関連事業の有無・
役割分担

市町との連携状況
１７市町と共同でシステムを運用し、市町分については負担金を徴収
し、県分と併せて執行している。

事業名

（役割分担）

他県の状況

○電子申請件数（Ｈ２５）
　・福井県　１８，１８０件　２３位
　・石川県　　７，６０５件　３４位
　・富山県　　２，０６６件　４２位

前事業の有無・実績

事業名

（実績）

［事業の必要性・要求の背景］

インターネットの普及に伴い、従来から行われている行政窓口での紙ベースの申請・届出を見直し、システムの導入によってより簡易で効率的に行政手続きを行い、
県民の負担軽減と行政の事務効率化を促す機運が高まったため。

［受益者］ ［想定される受益者数］

県民 78万人

事　業　評　価

事      業      名 電子申請・施設予約サービス事業 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 河上　芳夫
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課長名

□ 政推枠 〔 〕 □ ■ H25 年度

〔 〕 ■ □ 経過年数 年度

〔 〕 □ □ 5 年

［事業内容］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

19,743 20,307 20,307 20,307

19,743 20,307 20,307 20,307

19,258 20,265 20,265

［成果指標等の推移］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

12,813 12,872 12,489

予算額

一般財源 事業主体 県

事業実施方法 委託

補助率

［財源内訳・事業主体等］

区分 事業費 国庫 起債 その他

時系列で結果を比較する必要があり、調査設計時のサンプル数は基本
的に変動しないため、目標数値を設定するのは困難である。

実績

完全失業率等の雇用情勢に関する調査結果は、特定の分野に限定せず
幅広く活用されるべき性質であるため、目標数値を設定するのは困難
である。実績

活動指標 調査世帯数
(目標)

成果指標
(目標)

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 20,307 20,307

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 主な増減理由

事 業
区 分

［予算額の推移等］ （単位：千円）

事業終了
予定年度

政　　策

第１０次福井県職業能力開発計画 その他

政策統計・情報課シーリング

そ の 他

政策的経費 課名

県　単 補 助 金

部局名 総合政策部

事業
開始
年度

20,307 20,307

外

関連する県の計画等

就職支援施策に必要不可欠な就業・不就業に関するデータを蓄積し、就業改善のための基礎資料とする。

H30

ビジョン

河上　芳夫

国　庫

［事業目的］

（１）調査期日　　　　　毎月末日
（２）調査対象　　　　　毎月８０調査区、約１，２００世帯に居住する１５歳以上の世帯員
（３）調査項目　　　　　就労の有無、就業者の就業状況、失業者等の実態に関する調査項目
（４）集計・結果の公表　若年層に関する就業実態（フリーター数調査）
　　　　　　　　　　　　正社員・非正規職員・従業員に関する就業実態
　　　　　　　　　　　　完全失業者の詳細集計
　　　　　　　　　　　　完全失業率をはじめとする月別就業状態

　事業費　２０，３０７千円
　

福井県就業実態調査事業

区分 継続 経費区分

実行予算
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課長名

□ 無

■ 有

□ 無

■ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２９年度の変更点 事業評価

毎月、最新の状況を把握し、速やかな情報提供を実施し、迅速に雇
用の変動を捉えることができた。

□ 拡充 □ 縮減

関連事業の有無・
役割分担

市町との連携状況

事業名 労働力調査

（役割分担）

国の労働力調査は完全失業率等を公表している。
都道府県ごとの標本数が少ない、男女別でない、公表が四半期毎、公表
時期が２か月後と遅い、などの不十分な点がある。

他県の状況
完全失業率（平成２８年第２四半期）
　福井県　１．６％　　１位
　石川県　２．３％　　６位
　富山県　２．５％　１１位

前事業の有無・実績

事業名 福井県労働状況調査

（実績）

平成２０年秋から経済状況や雇用情勢の悪化に伴い、完全失業率等の
労働状況に関する指標を把握する必要が生じた。
本事業により、国の労働力調査よりも一歩踏み込んで、精度が高くか
つより新しい数値を把握することができた。

［事業の必要性・要求の背景］

国の労働力調査には、都道府県ごとの標本数が少ない、男女別でない、公表が四半期毎、公表時期が２か月後と遅い、などの不十分な点がある。
労働力調査のサンプルに上乗せして調査することで精度を上げ、さらに毎月の完全失業率（男女別）を翌月に公表することで県の労働状況に係る情報を迅速に提供し
ている。
また、四半期毎の年齢階層別の完全失業率、産業別の就業者数、求職方法も公表しており、労働政策を検討する際の対象、手法の絞り込みを可能にしている。

［受益者］ ［想定される受益者数］

県民 78万人

事　業　評　価

事      業      名 福井県就業実態調査事業 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 河上　芳夫
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課長名

□ 政推枠 〔 〕 □ ■ H28 年度

〔 〕 ■ □ 経過年数 年度

〔 〕 □ □ 2 年

［事業内容］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

- - - 325,671

- - 238,400 315,138

- - 0

［成果指標等の推移］

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度

予算額

一般財源 事業主体 県

事業実施方法 直営、委託

補助率

［財源内訳・事業主体等］

区分 事業費 国庫 起債 その他

インターネット環境および情報セキュリティクラウドを適切に運用す
ることを目標としており、指標を設定するのは困難である。

実績

実績

活動指標
(目標)

成果指標
(目標)

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

当 初 予 算 額 の 推 移 55,166 66,929

ネットワーク分離の導入作業完了に伴う減。２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

区　　　　　　分 ２９年度 ３０年度 ３１年度 主な増減理由

元気な県政
事 業
区 分

　 （単位：千円）

事業終了
予定年度

政　　策 幸福実感、誇りを生み出す「ふるさと政策」

その他

政策統計・情報課シーリング

そ の 他

政策的経費 課名

県　単 補 助 金

部局名 総合政策部

事業
開始
年度

55,166 17,630 37,536

外

関連する県の計画等

顕在化する標的型攻撃などのリスクに備えるため、情報セキュリティ対策を強化する。

H30

ビジョン

河上　芳夫

国　庫

［事業目的］

（１）インターネットと個人番号利用事務用ネットワークの分離　　　　　　　　　　　　　　　　　１９，８７９千円
　　　インターネットから分離された個人番号利用事務専用のネットワークを構築し、個人番号利用事務専用の端末を配
　　　備することにより、特定個人情報を厳格に管理する。
（２）情報セキュリティクラウド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５，２８７千円
　　　県および県内市町がそれぞれ整備しているインターネットへの出入り口を一つに集約し、県および県内全市町の情
　　　報セキュリティレベルを統一する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計５５，１６６千円
　

情報セキュリティ強化事業

区分 継続 経費区分

実行予算
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課長名

■ 無

□ 有

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた２９年度の変更点 事業評価

情報セキュリティクラウド構築作業を進めるとともに、インター
ネットと個人番号利用事務用ネットワークの分離を行った。

□ 拡充 □ 縮減

関連事業の有無・
役割分担

市町との連携状況
情報セキュリティクラウドにより県および県内自治体のセキュリティ
を強化する。

事業名

（役割分担）

他県の状況 情報セキュリティクラウド
　４７都道府県が構築中

前事業の有無・実績

事業名

（実績）

［事業の必要性・要求の背景］

平成２７年６月に日本年金機構の個人情報流出事案が発覚し、標的型メール攻撃などインターネットからのリスクが顕在化している。
また、年金機構以外の機関においても、セキュリティ対策の不備により情報漏えい事案が次々と発生し、情報が悪用される危険が高まっている。

［受益者］ ［想定される受益者数］

県民 78万人

事　業　評　価

事      業      名 情報セキュリティ強化事業 部局名 総合政策部 課名 政策統計・情報課 河上　芳夫
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